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　　　　　　　ザクセン州の産業再編と

グローバリゼーション下のドイツ資本主義

金谷義　弘

Ｉ． 問題提起　　中東欧 ・ソ連地域への投資か新諸州への投資か？

　１　先進資本主義国の国家 ・経済を媒介する民族性と現代資本主義の蓄租制限

　発達した資本主義国における資本蓄積の運動は，今日では高度な国際的展開を迎えている 。こ

のため先進各国の国家と諸資本は，所謂「グローハルスタンダード」に合致する企業活動や，財

政・ 金融等の諸制度と政策，さらにこれを支える多面的な法体系の改革を迫られている。しかし ，

この問題を少し検討してすぐに明らかになることは，（１）いずれの国家も資本も ，これまでの長い

歴史的発展の中で，その国の内部に形成されてきた独自の経済的，法律的，政治的，宗教的，言

語的な諸関係と ，この諸関係の担い手としての独自の人間行動と企業行動を通じてのみ，国家と

して，あるいは資本として運動できた，ということである。この一国の内部に形成された経済的 ，

法律的，政治的，宗教的，言語的諸関係とこれを自らの行動規範として取り込んだ国家 ・資本 ・

国民の行動様式の個性ある全体を，ここではｒ民族性」と呼ぶ。そしてまた明らかなことは ，（２）

この特定の民族性は，国家や資本が運動する上で，一方では，必要不可欠でありながら，他方今

日では，各々の支配的資本にとっ て克服せねばならぬ樫楮 ・制限となったという事実である。そ

れゆえ人は，現代資本主義が「この国家や資本の運動を媒介する民族性は，不可欠であると同時

に克服せねばならぬ」という矛盾の中に存在する，と言わねばならない。この点は，この数年間

の日本の経済政策が複雑に動揺を繰り返す過程を見ても良く理解できるところである 。

　また，現代資本王義は，第二次世界大戦後の資本主義的発展に支えられつつ，それ以前の時代

から継承した独自の民族性を，冷戦対立など戦後世界の政治 ・軍事 ・経済状況の中で，各国独自

に改造し発展させてきた。しかし，ケインズ主義政策による経済発展に終止符を打った１９７０年代

半ばからの二度に渡るオイルショックと低成長や，レーガノミクスの登場などによって状況は一

変した。先進国間の政策協調 ・規制緩和と各国資本による国際市場の争奪戦とが始まり ，情報通

信技術を挺子にしてあらゆる産業に渡る国際大の産業再編が始まった。これが上掲の矛盾の成↓

の諸条件である 。

（７３７）
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　２　先進国における対外的活動と国内産業再編をハランス良く分析することの今日的重要性

　先進資本主義国側からこの問題を見た時，こうした国際化の動きは，常に二つの側面からハラ

ンス良く理解する必要がある。すなわち，一つには，資本の国際化と対外活動の発展の側面であ

り， 二つには，この国際化の圧力の下で，高度な資本主義国の国内経済が変化を迫られる側面で

ある。前者は，先進資本主義国の支配的諸資本にとって，出身国の高コスト体質などの経済構造

とこれを守ろうとする労使関係や雇用慣行に対する社会的了解などの民族性が樫桔 ・制限となり
，

出身国を超えて自らの蓄積活動を海外にむけて展開する側面である。後者は，前者の圧力の中で ，

国内の経済構造や，法律的，政治的，宗教的，言語的な諸関係とその担い手の人問行動や企業行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
動を，国際的に展開した資本蓄積の現状に適合するように改造する側面である。この後者の動き

の例を挙げると，例えば，ドイッでは「社会的市場経済」とこれに対するドイツ国民の社会的了

解という民族性を，あるいは日本では「護送船団方式」や「日本的労使関係」とこれに対する日

本国民の社会的了解などを改造する動きを挙げることができよう 。

　３　途上国投資に伴う多様なリスクと先進国国内産業再編の重要性

　こうした二側面を相互に分析しないで，支配的資本が先進国から途上国へと直接投資や証券投

資を実行するという図式のみで割り切るならば，先進資本主義諸国の資本投下は，先進諸国内部

の相対的に高い賃金コストや設備投資コストによって本国へ向かわずに，途上国に流出するとい

う， 正しいが一面的な図式が成立する 。

　しかし，そうではない。例えばベルリンの壁崩壊後の中東欧やロシア経済の経験などを概括し
　　　　　　２）
て言えることは，これらの地域においては，確かに諸コストは低いが，その反面，多様な投資上

のリスクが存在する，ということである。すなわち ，

　（１）技術的 ・経済的に低い経営体の発展度 ，

　（２）労働者の勤労の場での規律の無さ ，

　（３）不十分な資本間関係の形成
，

　（４）財政当局と中央銀行の牽制関係の発展が不十分で，多様な経済的利害に晒される不安定な

　　通貨 ・金融制度 ，

　（５）低い法治国家として発展度や，商取引や金融取引に対する法律の浸透と媒介の不十分さ ，

　（６）その国の政治体制における民主性の未発達さと，新しく台頭する経済勢力の政治権力への

　　疎隔から来る紛争の発生 ，

　（７）宗教的対立や言語の相違による民族問の結束と経済的交流とが不十分であり ，その当該地

　　域で根強く残存すること ，

　（８）これらの諸要因を刷り込んだその国の人間行動や企業行動全体の未発達さ ，

などの存在が，先進国による対外投資のブレーキになったり ，その投資の性格を当初の予想に反

して中長期化したりする諸条件をなす。こうした諾問題の現状を改善し，資本主義化を促すには ，

予期したより長い時問がかかる。これがこの１０年で判明したことである 。

　とすると ，一方で，こうした国と地域に投資を行うためには，直接に資本投資が奨励されるだ

けでは不十分であり ，（・）資本主義的経営の基本を実務 ・法務に渡って手ほどきし，教育すること ，

（ｂ）労働者の規則正しい，規律正しい勤務の訓練を実施し，これを陶冶すること ，（・）諸資本を相互

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３８）
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に効率的に連携させるための地域での産業誘致や，（ｄ）財政制度の確立や中央銀行の独止した運営

体制や，両者の政策経験の蓄積，（・）法体系の整備と社会への周知徹底，（ｆ）有権者や政治家の行動

や政党政治と選挙制度の整備などを含む政治改革の推進と経験の蓄積，（９）経済発展の促進に基づ

く民族の融合とその経験の蓄積，（ｈ）これら全モメントに立脚した人間行動 ・企業行動の変化を促

進することが必要である。これらは，決して全てを統制するわけにはゆかないが，当該国の政府 ，

地方自治体，経済団体，さらには投資を行う先進諸国の政府や経済団体と国際的機関などの課題

となり ，かなりの長い時問をかけた作業となる 。

　ということは，先進諸国の支配的な大企業や政府からすると ，こうした進出先の諸国における

莫大で多面的な作業を進めつつも ，こうした国際化の圧力を「外圧」として利用しながら，同時

に本国内の産業再編 ・金融再編を実施して行くことが必要不可欠な第二の経済戦略となる。この

両者が，国際化（Ｉｎｔ．ｍ．ｔｍａ１１．１ｅ．ｕｎｇ），クローハル化（Ｇ１ｏｂａ．１．１ｅｍｇ），欧州化（Ｅｕ．ｏｐ．１．１ｅｍｇ）

の下での複雑で変化と起伏に満ちた経済発展の行程を形成し，また，先進諸国の政府 ・経済界の

基本戦略となる 。

　４　ザクセン州の産業再編分析における理論的課題の所在

　ここで本稿が問題にするザクセン州における経済発展は，こうした理論的見地からすると大変

興味深い研究対象である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　というのは，（１）ザクセン州などの五つの新諸州は，一方で，１９４５年における英米ソ仏の４ケ国

による分割占領以来，中東欧と同様の社会主義国として存立し，市場経済 ・資本主義経済 ・民主

主義を知らないまま経済活動を４５年に渡って継続し，この限りでは，先進資本主義国の投資にと

って，上掲の途上国と同一の多様なリスクが存在するからである。ところが他方で，（２）１９９０年１０

月３日に統一条約の締結と議会批准を経てトイソが統一されたことによっ て， 旧東ドイソ国民と

国営企業は，すべて旧西トイノ基本法下の諸制度の中に再編され，西トイソ国民が享受してきた

生活関係の建設が目指され，信託庁が旧国営企業の民営化を遂行することになった。こうした機

構はすべて，（・）欧州連合の経済統合 ・通貨統合の多様な政策システム，（ｂ）先進国ドイツの連邦国

家制度や財政制度と税負担，（・）同じく先進国ドイツの教育制度や社会保障制度などの中に組み込

まれてゆくことを意味した。この限りでは，サクセン州なと新諸州の産業再編の過程は，とりわ

けユー口導入を巡る時期について言えば，クローハル化の「外圧」の下での先進国国内の産業再

編・ 金融再編の性格を持ったことを意味する 。

　したがって，本稿の課題は，こうした新諸州の特性を踏まえて，投資の海外への流出に悩むド

イソ資本王義と旧西トイソ系大企業にとって，中東欧やロシアではなく ，相対的に高コストのザ

クセン州に進出する意義 ・理由は何かという点を明らかにすることにある。トイッ資本主義は ，

投資の対外的な流出に悩む。しかし，その下で何故，ザクセン州は相対的に企業誘致に成功して

いるのか。ザクセン州の経済的諸条件を挺子にして，ドイツやアメリカの支配的な資本は資本蓄

積をどのように変化させようとしているのか。これが本稿の課題である 。

（７３９）



４０ 立命館経済学（第４８巻 ・第５号）

１． ザクセン州の産業構造の変革と経済発展の大局的な諸原因

　ここでは，ザクセン州が１９９０年代に経験した産業構造上の変革を概観し，この州が何故グロー

ハリゼーションの下でのドイツ資本主義の変化にとって重要な意味を持つかを大局的に概括する 。

　１　ザクセン州の相対的な高成長の諸原因

　ザクセン州は，州都をドレステンとしてドイツ連邦共和国の南東部に位置する面積１８ ，４１２ｋｍ２
，

人口４５７万人，州内総生産は１ ，２３３億ＤＭ（１９９７年）で，１９９１～１９９６年の州内総生産の年平均増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）率が７．２％に登る，壁崩壊後の旧ＤＤＲ地域で傑出した経済成長を示す州である 。

　この成長を生み出した背景は以下の諸要因が挙げられる。（１）産業革命の発祥地の一つであった

ために，ザクセン州は，現在も非常に裾野の広いｒ産業分野の伝統的な多様性（Ｄ１・ｔ・。ｄ１ｔ１．ｎ．１１

ｇ。。Ｂ．Ｂ。。ｎ．ｈ．ｎ．１．１ｆ．ｌｔ）」が存続し，これが９０年代における資本主義経済への移行の有力な足場と

なった。また，（２）フォルクスヴァーゲン，ＢＭＷ，ジーメンス ，ＡＭＤ（Ａｄ・ａ・ｃｅｄ　Ｍｉ・・ｏ　Ｄｅ・ｉｃｅ・） ，

フィリッ プ・ モリスなど多くの西側大資本が，この州に多額の投資を実施したことが挙げられる 。

また，（３）相対的に高い教育水準と低賃金の共存という事態がある 。（４）キリスト教民主同盟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
（ＣＤＵ）においてコール連邦首相のライバルだった理論家ヴイーデンコッ プ・ ザクセン州首相の

政策が，こうした企業誘致を後押ししたと言える。また，（５）ザクセン人の勤勉な気質が，壁崩壊

後の市場経済への移行や，国営企業の労働者が民間企業へ移行する過程を支えている。以下，こ

れらの諸原因をさらに立ち入って説明する 。

　２　産業分野の伝統的な多様性とその継承

　製造業の比重が非常に高いことがザクセン経済の第一の特徴である。すなわち，機械，自動

車・ 鉄道などの車両製造，航空宇宙産業，鉱山業，印刷業，化学 ・医薬 ・プラスティソクなど多

様な産業が所在し，１９９６年の統計では，製造業の就労者が，就労者総数の約３８％を占める。これ

に対して，農業はわずかに３２％にすぎない。新諸州の中で，ザクセンがこうした特性を持って

いる理由は，ドイッ最初の蒸気機関車の発明や，ドイッ最初の長距離鉄道路線（ドレスデンーライ

プチヒ間の運行は１８３９年から）や蒸気船，そして，アウグスト ・ホルヒ（Ａｕｇ・ｔ　Ｈ…ｈ）によるツウ

ィソカウでの自動車製造の開始，カメラと乾板の技術から始まった光学，電気製品やタイプライ

ターなど，産業革命以来の工業技術の伝統がこの土地に根付いているからである。その結果，ザ

クセンの工業は，第二次世界大戦後の社会主義体制の下でも継承され，国営企業の下でも ，花形

産業であった航空機製造，トラハントを３３０万台以上も生産した自動車産業，高圧電気機器 ・変

圧器，電気自動機器，レントゲン機器，光学機器，超真空技術，電気計測機器，医薬晶製造，食

料・ 蓉修品製造機器，冷蔵技術など多様な分野が発展した。しかし同時に，大事なことは，全て

こうした産業諸分野は，西側から見て何れも時代遅れで，技術 ・生産性 ・労使関係から見て，そ

のままでは到底，壁崩壊後の市場経済に対応できるものではなかったことである。これらのザク

セン在来の国営企業は，信託庁（Ｔ。。ｕｈ．ｎｄ．ｎ．ｔ．ｌｔ）の手によっ て分割され，主要なものは西側民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４０）
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表一１　ドイツ全体およびザクセン州の１９９４年における企業構造と売上高規模の構造

ドイツ連邦 ザクセン州

企業の売上高 企業数 売上高合計 企業数 売上高合計

項　　目 ％ 百万ＤＭ ％ 項　　目　　％ 百万ＤＭ ％

２． ５万～ ５万 ３５６ ，９０３ １２ ．８ １３１７１ ．７ Ｏ． ２ １３ ，７１５ ！１ ．Ｏ ５０７ ．３ Ｏ． ３

５万～ １０万 ４６１ ，８５１ １６ ．６ ３３６１２ ．Ｏ ０． ５ １９ ，１９３ １５ ．４ ユ４０１ ．４ Ｏ． ９

１０万
～
５０万 １０９ ，３５２ ３９ ．８ ２６７３６３ ．０ ４． １ ５１ ，３５５ ４１ ．３ １２５５３ ．８ ８． ２

５０万
～
１００万 ３４０ ，６９１ １２ ．２ ２４１１６１ ．４ ３． ７ １６ ，４１６ １３ ．２ １１６２４ ．８ ７． ６

１００万～ ５００万 ３９５ ，６４７ １４ ．２ ８２９１２６ ．８ １２ ．７ １８ ，８３０ １５ ．１ ４００１８ ．２ ２６ ．３

５００万～２５００万 ９６ ，９８７ ３． ５ ９９１５８５ ．１ １５ ．２ ４， ３３７ ３． ５ ４２９９９ ．６ ２８ ．２

２５００万 ～１００００万 １９ ，５７０ ０． ７ ９０３０６２ ．９ １３ ．８ ５１１ ０． ４ ２２１７１ ．２ １４ ．５

１００００万以上 ６， ０７３ Ｏ． ２ ３２６５６６０ ．６ ４９ ．９ ７２ Ｏ． １ ２１１４６ ．５ １３ ．９

合 計 ２， ７８７ ，０７４ １００ ．０ ６５４４７４３ ．６ １００ ．０ ！２４ ，４２９ １００ ．Ｏ １５２４２２ ．９ １００ ．Ｏ

（出展 ：ＢＭＷｉ，び倣舳肋舳ｇ７６３舳５工ｏ眺〃一Ｄ〃伽舳６ル肋・一
Ｓｔｕｄｉｅｎｒｅｉｈｅ　Ｎ ｒ． ９６，Ｂ

ｏｍ
，Ｊｕ１ｉ！９９７ ．）

問企業へ，あるいは旧東の資金を持つ者へと売却されていった。表 一１は，ドイツ全体およびザ

クセン州の１９９４年における企業構造と売上高規模の構造を対比している。ベルリンが首都である

ことから来る例外とすると ，ザクセン州は，なお１９９４年の時点で見ても ，一方で，新州では最も

資本主義化が進んでいると同時に，他方で，まだ企業の集積 ・集中が進んでおらず，売上高別の

各企業グループヘの諸企業の分散度はほぼ同じ状況にありながら，各ランクに属する売上高の中

心は１００万～２５００万ＤＭにあり ，それ以上の上位企業への売上高の集積はまだまだ進んでいない 。

　このように資本の集積 ・集中が不十分であることは，技術力の格差 ・生産力の格差 ・従業員の

資本王義的な鍛練の不足なとを則提すれは，外部からの資本導入による抜本的な資本王義的再編

を必要とするということを意味する。そうでなければ，生産力 ・技術力格差などから，瞬く問に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
こうした経営体は，資本主義的競争に破れることを意味する 。

　３　西側資本の進出による産業諸分野の再編

　こうした空隙を埋めて，ザクセン経済を資本王義経済へと移行させる外部的で決定的なインパ

クトをなしたのは，西側資本の投資である。例えば，フォルクスヴァーゲン社は，総額３５億

ＤＭの投資をザクセン州に行った。これは，新州への投資としては最大規模である。この結果 ，

主要なものとしては，ツヴィッカウ周辺のモーゼルに組み立て工場が建設され，ケムニッツには

エンジンエ場が建設された。本年にはビュルガー公園脇に，購入者がドレンデン滞在中に観光 ・

工場見学をしながら自動車を受け取って乗って帰るという ，最新鋭ラインを持つ「ガラスの工場

（Ｇ１・。・ｍ・ Ｍ・ｎ１ｆ・ｋｔｕ・）」も完成する 。同社以外にも ，ベンツ，さらに二輸車では，ザクセンの二

輸車製造の伝統を継承するオートバイ ・二輸製造有限会社（Ｍｏｔｏ。。。ｄ一。ｎｄ　Ｚｗ．ｉ。。ｄｗ。。ｋ　ＧｍｂＨ ，

ＭｕＺ）を買収したマレーシア系のホン ーレオングループなどが進出している。こうした支配的な

企業によって組織される自動車 ・自動車部品，鉄道用輸送機器，二輪車，航空宇宙技術やその関

連部品製造会社は，あわせて約５５０杜あると言われる。また，ジーメンスとＡＭＤの二杜は，ド

レスデンに５０億ＤＭの投資を実施して，マイクロエレクトロニクス産業を起こした。これは従

業員３０００人の雇用を地元に提供した。このような西側からの企業誘致は非常に大規模であり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
１９９１年から１９９８年の過去８年間に２２４ ，ＯＯＯ件に昇った 。

　この点で，西側大資本の投資は，（・）直接に，トラバントを製造していた不十分だが経験あるザ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４１）



　４２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）

クセン人を採用して自社の操業に利用したり ，企業や土地 ・設備を買い取って自社向けに利用す

るという方法のみならず，（ｂ）生き残った多様な中小企業を，その企業としての自立性を損なわな

いようにして，納入業者として組織化して行くという方法も利用できた。この点は決定的に重要

であるため，項目皿 一１．で考察する 。

　また，こうした産業再編の過程において，単に経済機構のみならず，労資関係 ・企業問取引関

係・ 金融的関係などを媒介する西側の法律 ・制度が，それも特にＥＵの共通化された法律が導

入された。しかし，法律や制度はただ条文として，機構として存在すれば機能するというもので

はない。そうした法律や制度は，各個人 ・各個別資本に理解されて利用されたり ，この法律や制

度によって個人や資本の行動が規制されてこそ意味がある。この点で，ドレスデン商工会議所
（Ｉｎｄｕ・血１・ｍｄ　Ｈ・ｎｄ・１・ｋ・ｍｍ・・ Ｄ… ｄ・ｎ，ＩＨＫ　Ｄ…ｄ・ｎ）や中小企業家連邦連合会ザクセン州事務所

（Ｂｍｄｅｓｖｅｒｂａｎｄ　ｍｌｔｔｅ１ｓｔａｎｄ１ｓｃｈｅ　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ　Ｕｎｔｅｒｎｅｈｍｅｒｖｅｒｂａｎｄ　Ｄｅｕｔｓｃｈａｌａｎｄｓ　ｅ Ｖ， Ｌａｎｄｅｓｇｅ

。・
ｈ．ｆｔ。。ｔ．１１． Ｓ。。ｈ。。ｎ　ＢＶＭＷ）などの経済団体は，独自の役割を果たした。例えは，中小企業家

連合会は，中小企業家の声を政治に反映させるということを目的としていると同時に，建設法 ・

労働法などの州政府による新しい立法を解説し，これを利用できる人材を育成する。すなわち ，

新規創業者に対して，税金相談を行い，営業状態を検査するための「経済検査」を実施し，法律

に慣れない者のためには２時間以内無料で弁護士を利用できるようにし，金融機関との関係に慣

れないものには，担当者が実際に銀行にその人物を連れて行って銀行の使い方を教授するという
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
ような活動も行う 。このようにして，新規創業者に対する組織化に成功した中小企業家連合会は

，

ザクセンの経験を出身地である西ドイッ地域に普及したいとすら考えている。このように，中小

企業家連合会は，中小企業の独自利害を代表しようとしつつも ，つまるところ市場経済，さらに

資本主義経済への移行と西側大資本との連携による産業再編を生み出す役割を果たした
。

　このことは，進出した西側大企業にとっ て， ザクセン経済を担ってきた人材による中小の経営

体が資本主義的に再編され，これを経営資源として利用できることを意味し，ザクセンに残って

創業した中小企業経営者は，西側資本を優良な顧客として獲得して，自らの資本主義的再編の機

会を掴んだことを意味する 。

　４　低位なザクセンの賃金水準と進出企業にとって良質の労働カ

　ザクセン州の産業労働者の賃金はドイツ全体から見ると極めて低い。 すなわち，産業労働者の

１９９５年における総月収で比較すると ，西ドイッ地域が４ ，３２８ＤＭ，東ドイッ地域平均が３ ，００５ＤＭ

であるのに対して，ザクセン州は２ ，９４３ＤＭになる。他方でザクセンの産業労働者は相対的に教

育水準が高いと言われる。州内には，ドレスデンエ科大学を頂点にして，ライプチヒには商業専

門大学，フライベルクには鉱山採掘専門大学など大学 ・専門大学 ・大学所属研究施設 ・技術移転

施設 ・研究企業などが多数存在する。この結果，就業人口の６０％が職業教育有資格者で，３０％が

専門高等学校，専門大学，総合大学の有資格者あるいはマイスター教育終了者である。こうした

教育体制は，旧東ドイツ時代の教育研究体制を継承し，これを改造することによって生み出され

た。 この教育水準の相対的な高さが，ザクセンの産業再編の中で，旧国営企業に努めた技術者が ，

民問企業を興し，経営的に成功する例を多数輩出する背景をなしている 。

　この場合に重要なことは，西ドイツのドイツ総同盟（ＤＧＢ）などの労働組合が，ベルリンの壁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４２）
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崩壊後にドレスデンなどの労働者をいったん組織化しながら，その後多数の脱会者を出したこと
　　　　　９）
が重要である。というのは，ドイッには法制上の労働時間の取り決めは存在していない。したが

って，この問題は事業家連合と労働組合との協約によって決定される性格のものとなる 。ところ

が， サクセン州には事業家連合と労組との間の労働時問に関する取り決めは存在せず，言わぱ

「個人的な労働時間」システムと言える。西ドイッ地域ならば通例，事業家連合と労組との取り

決めに従い週３６時間労働になるところが，ザクセン州では通例，週４０時間労働になっている。ザ

クセン人の気質からその仕事の生産性は高く ，さらに残業や１日３～４交代や週末労働も辞さな
　　　　　１０）
い気質がある 。

　こうした諸要因が，ザクセンの賃金水準の相対的な低さと ，進出企業にとって良質の労働力と

労働条件を生み出している。これらの諸事実を概括して言えることは次のとおりである。ドイツ

における東西の格差は大きく ，ベルリンの壁崩壊後１０年を経た現在でも ，その格差は縮まってい

ないと日本でも報道されている。しかし，旧東ドイッは旧東ヨーロッパの社会主義諸国の中でも

最も高い経済発展 ・技術発展を達成した国であり ，当時のザクセン地域の教育研究体制は，市場

経済 ・資本主義経済化の過程を担う現時点での中核的な労働者 ・技術者を育成する力量を持って

いた 。

　５　ザクセンの産業再編を支える政策

　新諸州の市場経済 ・資本主義経済への移行を促進する政策は多面的である 。その政策の重点は ，

（１）ハイテク分野において民間企業と ，大学 ・大学付置研究施設 ・技術移転施設 ・研究企業の関係

を強化するという点にある。特に自動車を中心とする輸送機器分野は，研究開発 ・技術 ・効率向

上への要求が高い分野であり ，リーンプロダクション（ジャストインタイム）方式 ・モジュール方

式による生産と納品 ・チーム生産などの改善を目指している 。（２）また，ツヴィッカウ地域の輸送

用機器やその部品などを，アウディ ・ＶＷ ・メルッェ デス ・ポルシェ ・ＧＭなど州外の企業に移

出することであり ，（３）産業振興地区を建設して，安価に企業の進出や創業を可能にし，企業問の

関係づけを行いやすくすることである。これらの政策には，ＥＵ ・連邦政府 ・州政府 ・地域など

多様なレベルがある。ザクセン州は特に研究開発の強化を目指しており ，工業団地などのインフ

ラは州と連邦の経済省が担当している 。また，サクセン経済振興公社（ＷＦＳ）は，ザクセン州経

済省が出資し，知事が取締役となって運営される第三セクターである 。ＷＦＳは，先端技術分野

での海外からの投資を促進するために，自らの海外支店や外国に所在する商工会議所の協力によ

る働きかけを行う 。対象国は，西欧 ・アメリカ ・カナダ ・日本などで，ＪＥＴＲＯの長期専門家も

ドレスデンのＷＦＳに一室を与えられ活動を行う 。（４）インフラ整備ではｒ欧州連合と成長市場で

ある東欧とを結ぶ回廊としてのザクセン」という位置づけで１９９１年以来，道路建設に１００億ＤＭ

以上が投資され，ドレスデンを中心にしたアウトーバーン整備を進め，ベルリン，アイゼナ ッハ ，

チェコ，ポーランドとのアクセスを強化しようとしている 。鉄道の密度でもドイツで最も高い 。

通信においても ，ＩＳＤＮ回線接続や携帯電話網がザクセンをほぼ覆うネ ットとして完成している 。

（５）この間，ライプチヒには８０以上の銀行の本支店が開設されてきているが，これをフランクフル

ト・ アム ・マインにつぐドイツ第二位の金融センターとしてさらに育成することも目指されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１！）
る。（６）サービス部門育成 ・オフィス建設 ・会議開催地としての育成なども課題とされている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４３）



　４４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）

　製造業の育成政策に関して，日本との大きな相違は，支配的な大企業を含め各社は，　般に自

社業務のコア領域に専念しようとする傾向が強く ，研究 ・開発 ・組立などを取引先の業者に委託

してしまう場合がここでも数多く見られる。この為，ザクセンでは研究企業や生産設備 ・工場設

計会社など多様な企業と機関が当地には存在し，その全体を政策が方向づける必要がある 。

　６　サクセン人の気質と行動様式

　ザクセン州とドイツ資本王義の産業再編という視点から見て，ザクセン人（Ｓ・・ｈ。。）の気質に

ついて第一に論じる必要のあることは，彼らの勤労観である。それは労働こそ自己実現であり ，

労働を通じて人は自分自身を高められる，というものである。そして，この基礎には，ザクセン

人の共有する気質がある。それは，私から見て，よくザクセン人の特質として言われるような商

才， あるいは企業家精神とはやや異なるように思われる。もちろんザクセン人は歴史的にも企業

家精神と芸術的才能で知られている。したがって，換１…すれば，日本人が常識的に受け取る商

才・ 企業家精神とは異なるという方が適切かも知れない。現在のザクセン州の人々は，もう少し

非資本主義的である。何故なら，ザクセン州のザクセン人は，ハイエルン人のように熱気があり ，

しかも彼らのような猜疑心や警戒心はなく ，産業革命でも ，その後の国家社会主義の運動の中で
も， また旧東ドイツ時代の社会主義国家建設においても，そして今日の資本主義経済への移行の

プロセスにおいても ，彼らは常にドイツ人としてＮｏ． １でありたいという ，言わば共通の目的へ

の熱心さと勤勉さを持つ。これと対比して見た時，旧西ドイッの人々は，より合理的で，勤労に

対してもより経済的（。ｋ．ｎ．ｍ１。。ｈ）であり ，仕事に対しても常に賃金率や労働条件と比較して判

断する淡白さがある。この相違は，ザクセン人の民族性としての特性に加えて，彼らが旧東ドイ

ツに属していたため，資本主義経済とその労資関係の中で十分鍛練されて来なかったこととも深
　　　　　　１２）
く関連している。しかし，この問題は，単に抽象的にザクセン人の気質の問題としてのみ論じら

れてはならない。統一による西ドイッの政治 ・行政 ・経済制度が導入されるという国家の能動性

による改革が，ザクセンを含む旧東ドイッの市場経済化 ・資本主義化の決定的な契機であ ったこ

とは言うまでもないが同時に，（１）民主主義が単なる私的利益の追求の手段にならないで，社会的

な対話と連帯を作る機構となり得たのも ，（２）政党政治が行われ，政党による公約を基にして政策

論争が行われ，選挙に基づく州や諸地域の運営が可能なことも ，（３）コスト感覚が著しく不足して

おり ，企業内や経済団体による教育が不可欠であったとは言え，資本主義的経営に順応して，各

人が規則正しく勤労生活を行い，組織人としての役割を果たして来れたのも ，（４）経済活動のみな

らず日常生活を運営する社会的機構であ った国営企業が消滅しても ，市民生活の諸問題を，行政

機関や金融機関，裁判所や法律事務所，病院，年金などの機関に依存して解決して行けたのも ，

旧東ドイソ時代の杜会 ・国営企業 ・教育 ・行政 ・家族などの杜会機構に支えられ，ある一定程度

の「市民社会」が形成されていたからだと言える。したがって，上掲の気質も ，旧東ドイッ時代

までのザクセンの社会形成の歴史との関係で把握する必要がある。この限りで，ザクセン州は ，

経済的には，産業革命以来の「産業分野の多様性」が資本主義経済制度への移行を容易にしたよ

うに，上部構造的には，ここに言うｒ市民社会の一定度の発展」が，統一ドイツの体制への移行

を容易にしたと言える。この点で，紙幅の関係でイメージ豊かな叙述はできないが，中村逸郎氏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
が活写したロシアの体制転換とは著しい相違があると言える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４４）



ザクセン州の産業再編とグローハリセーション下のトイノ資本王義（金谷）

　　　表 一２　ザクセン州ＢＩＰ（ＧＤＰ）の１９９１年以降の推移

４５

年　次　　ＢＩＰ（ＧＤＰ，１０億ＤＭ） その伸び率（％）

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

５５．９　　　　　　　　　　　　　 －

７５．９　　　　　　　　　　　６ ，０

９３ ，１　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ ．１

１０７ ，０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１ ．５

１１５ ．５　　　　　　　　　　　　　　　　　　４ ．９

１２１ ．３　　　　　　　　　　　　　　　　３ ．９

１２４ ．１　　　　　　　　　　　　　　　１ ．８

１２５ ．３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ ．２

出展 ：Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｓｃｈｅｓ ＬａｎｄｅｓａｍｔＳａｃｈｓｅｎ

表３１９９１年以降のザクセン州における輸出入の増減

年　次　　　輸出（対前年％） 輸入（対前年％）

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

５．０　　　　　　　　　　　４ ．１

５．

１　　　　　　　　　　　５ ．２

５． ３　　　　　　　　　　　　５ ．２

６． １　　　　　　　　　　　　６ ．５

７． １　　　　　　　　　　　　７ ．５

７．
４　　　　　　　　　　　８ ，４

１０ ．４　　　　　　　　　　　　９ ，１

１５ ，０　　　　　　　　　　　　　　１０ ．７

出展 ：Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｓｃｈｅｓ　 Ｌａｎｄｅｓａｍｔ　 Ｓａｃｈｓｅｎ

　以上の諸要因が重畳することで，ザクセン州は，表 一２のように，１９９１～１９９６年のＧＤＰ

（ＢＩＰ）の年平均増加率十７．２％を達成した。この過程で，ザクセン州は，表 一３に見るように輸

出を急激に増大させている。また輸出相手国別 ・製品グループ別の統計は表 一４ ・５に示されて

いる。そしてザクセン州の輸出の伸び率の高さについて述べれば，１９９７年におけるドイツ全体の

輸出総額９，５０１億ＤＭに占める連邦新諸州の輸出総額３４８億ＤＭの割合はわずか３ ．７％で，その

増加率は十３．８％である。しかし，この中で，ザクセン州はベルリンやブランデンブルグを凌駕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
して貿易総額が１５０億ＤＭで，その伸び率は対前年で十３７．９％と突出した地位にある。国内の高

コスト体質を原因にして資本の国外流出が継続するドイツ資本主義において，ザクセン州の経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
発展は，その流出の歯止めに相対的に成功していると言える 。

（７４５）
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表一４　ザクセン州の１９９８年相手国 ・大陸別輸出の動向

輸出相手大陸 ・国名

ヨ　ー　　ロ　　ツ　パ
　・ イ　ギ　リ　ス
　． フ　　ラ　　ン　　ス

　・ イ　タ　リ　ア
　・ ロ　　　シ　　　ア
　・ チ　　　ェ 　　　コ

　・ ス　ペ　　イ　　ン
　・ オ　ラ　ン　ダ
　・　ベルギーとルクセンブルク

　・ ポー 　ラ　ン　ド
　・ オーストリア
ア　　フ　　リ　　カ

ア　　メ　　リ　　カ
　・ Ｕ　　　Ｓ　　　Ａ

ア　　　ジ　　　ア
　・ 日　　　　　本
　・ 中　　　　　国
オーストラリア／オセアニア

合　　　計

売上高（百万ＤＭ） 構成比（％）

１２２５３Ｍｉｏ　ＤＭ　　　　８１ ．６％

１８８８

１１２２

１０４８

１０２２

７４９

７３２

７１５

６８４

６３２

６１２

１８９　　　　　　　１ ．３％

９５２　　　　　　　６ ．３％

６２７

１５３７　　　　　　　　　　　　　　１０ ．２９６

５０８

２１８

　８２　　　　　　０ ．６％

１５０１５ １００ ．０％

出展　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｓｃｈｅｓ　 Ｌａｎｄｅｓａｍｔ　 Ｓａｃｈｓｅｎ

表一５　ザクセン州の１９９８年製品グループ別輸出の動向

製品グループ

食　　品　　産　　業
製　　　造　　　　業
原　　　　　　　　料
半　　完　　成　　財
完成財一一　　　次
　・ 絹， レーヨン，合成繊維
　・ 木　　　　　　綿
　・ 紙，　ボ　 ー　ル　紙
　・ プラスティック
　・ その他の半完成化学製品

完成財一最終製品
　・ 文具，書籍，地図
　・ その他の金物，鉄製品
　・ 機　　　　　　械
　・ 電　　機　　製　　品
　・ 精密機器と光学機器
　・ プラスティック製品
　・ 医　　　薬　　　品
　・ 化　　　粧　　　品
　・ 自　　　動　　　車
　・ その他の乗り物
合　　　計

売上高（百万ＤＭ） 構成比（％）

　６８５Ｍｉｏ　ＤＭ　　　４ ．５％

１００　　　　　　０ ．７％

４３０　　　　　２ ．９％

２０１３　　　　　　　　　　　　　１３ ．４９６

１７０

１１５

４７３

２３９

２４６

１１７８７　　　　　　　　　　　　　７８ ．５９６

２３９

３２１

２３０８

２００８

１５０

１８４

１７１

１３８

５５１２

１０５

１５０１５　　　　　　　　　　　　１００ ．０９６

出展　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｓｃｈｅｓ ＬａｎｄｅｓａｍｔＳａｃｈｓｅｎ

（７４６）
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皿． 西側主要大企業から見たザクセン州の産業再編の意味とドイツ資本主義の再編

　以上，私は１９９０年代におけるザクセン州の産業構造の変革と経済成長を支持した諸要因につい

て概括してきた。ここでは，西側大企業の立場から見て，この産業構造の変革が如何なる位置つ

けを有するかについて明らかにする。そのために第一に，ザクセン州に進出した自動車産業を取

り上げ，第二に，ドイツ資本主義にとっ て相対的に立ち遅れた分野と言えるマイクロェレクトロ

ニクス分野を例に取り ，ジーメンス社の新しい経営戦略の意味について考察したいと思う 。上述

のザクセン州の中小企業や労働者の諸属性は，ここでは，ＥＵの経済 ・通貨統合とグローバル化

の中で自己変革を迫られるトイソの支配的な大企業にとって，この自己変革の積秤となること ，

これを私はここで明らかにしたい 。

　１　自動車産業とモジュール方式の活用によるザクセンでの新しい独占的関係の創出

　本節の課題意識を一言で言えは，当地でのモジュール方式の利用によって自動車生産の背後に

ある経済関係が，これまでのドイツ自動車産業の現状からどのように変化させられているかを解

明することである 。

　ザクセンにおけるエンジン生産の開始は，１９２１年のショッパウ市（Ｓｔ．ｄｔ　Ｚ。。ｈ．ｐ．ｕ）における自

転車補助エンジン（Ｆ．ｈ。。。ｄｈ１１ｆ．ｍ．ｔ。。）製造であ った。その後，この市は世界におけるオートハ

イ生産の中心地となった。アウティ ・ホルヒ ・ＤＫＷ，そしてウァンテラーがアオトー・ ウニオ

ン（Ａｕｔ・ Ｕｎｉ・ｎ）に統合されたのは，大恐慌下の１９３２年のことであった。その後，オートバイ生

産・ 自動車生産 ・鉄道車両生産が三つ巴になることで，ザクセン州における輸送機器産業は発展

してきた。戦後は，１９４７年からＩＦＡコンビナートが，ツビッカウでトラバント（Ｔ。。ｂ．ｎｔ）を製

造し，およそ３３０万台以上を生産した 。

　このトラバント製造を行った人々の多くは，現在ではＶＷグループに所属している 。ＶＷは

ザクセン地域に最近までで３５億ＤＭを投資したが，これは新諸州における投資の最大のもので

あった。そして，将来的には部品製造業界（Ｚ．１１．ｆ。。。。ｍｄ。。ｔ．１。）と，ＶＷ株式会社のモーゼルエ

場とケムニッツのエンジンエ場に働く人々は ，２３，ＯＯＯ人にまで増加すると言われてきた。ここか

ら分かるのは，壁崩壊の前にすでに存在していたザクセン地域の輸送機器技術を身につけた人材

を基礎にして，現在の白動車生産地としてのザクセンが形成された，ということである 。モーゼ

ルエ場は，プレス作業 ・車体製造 ・塗装作業 ・最終組立作業のすべてが行われている。この工場

は， 欧州域内で唯一 生産工程とロジスティックス管理を含めたモジュール方式を採用している

自動車工場として，そしてまたその生産がＩＳ０９００２に準拠した生産であることなどで有名にな

った。そして，すでに述べた当地の広範な部品納入業者は，（１）ジャストインタイム方式で，（２）お

よそ１５種類のモジュールで，その部品を供給している。ケムニッッのＶＷエンジンエ場も ，言

わば一つのモジュール（＝エンジン）納入工場として活動していると言える。ＶＷモーゼルエ場

に納入されるモジュールは，エンシン ・コソクピ ソト ・座席 ・フロントエント ・扉なとで，各々

優に１００を超える複雑な部品から構成されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４７）
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　このようにモーゼルエ場を核にする自動車生産体制は，自動車生産の主要な工程がトータルに

行われているが，決して内製率の高い工場ではなく ，むしろ，ジャストインタイム方式とモジュ
　　　１６）
一ル方式で，ザクセン州の輸送機械産業の到達点を取り込み，ＶＷ社自身の活力と競争力に変

換していると言える。この点でＶＷ社は，相対的に部品の内製率がかなり高いヴォルフスブル

ク本社工場とは異なる体制をザクセン州に構築している 。

　しかし，モジュール方式を採用して，部品単位を相対的に大きくし，開発や組立を，部品納入

業者にアウトソーシングするということは，一方で，組立工程の工数を減少させ，人員の削減と

組立ラインの短縮を可能にし，また，部品納入業者に対する管理費用を低下させるというメリッ

トがあり ，さらに，部品納入業者の選別によっ て， 部品納入業者が相対的に大きな部品単位を総

合的に開発することで創意工夫させ，最終組立メーカーの開発費と開発期問の削減を図るという

メリットがある。しかし他方で，この方策には，デメリットもある。すなわち，部品納入業者は ，

これまでよりも大きな部品単位を開発 ・製造することによっ て「モジュールサプライヤー」とし

て独自の設計 ・開発力を蓄積し，力量をつけることによって，組立を行う完成車メーカーに対抗

して行こうとすることである。したがって，モジュール方式による新しい生産体制を構築するこ

とは，ＶＷやダイムラーにとっ て， 世界大での競争力をつけるために有利な改革であると同時

に， 将来の完成車メーカーの地位を揺るがしかねない一定の危険性をも孕んでいる 。

　では，モジュール方式による新しい生産体制の構築は，ザクセンに進出したＶＷなど欧州の

自動車産業にとって，如何なる効果を持つであろうか。私は，ザクセン州の経験を念頭に，この

問題をそもそも上述のように二面性を持つモジュール化そのものの善し悪しという狭い領域に置

くことについて疑問を持つ。ザクセン州の事実をもう少し詳しく見てまず気づくことは，ザクセ

ン州の自動車生産に関わる企業の多様性である 。

　例えば，（１）ザクセンリンク自動車技術株式会杜（Ｓ。。ｈ。。ｍｎｇ　Ａｕｔ．ｍ．ｂ．１ｔ。。ｈｍｋ　ＡＧ）は，自動車

技術と製造技術におけるハイテク装置開発メーカーであり ，補助フレーム ・繰舵系機器 ・変速装

置など輸送機器用モジュールや鉄板部分，ボディーモジュールを得意とする企業グループで，溶

接技術 ・輸送機器製造用の制御技術 ・組立技術に対して評価がある。この企業は，ザクセンリン

ク株式会社を持ち株会社として，その傘下に，自動車クループ，生産設備グループ（機械製造） ，

電機グループ（マイクロエレクトロニクス），調査 ・開発グループ（自動化技術）の８社を統合して

いる。この企業は，特にＶＷモーゼルエ場におけるパッ サートのための組立ラインや，ベンッ

杜向けのアルミ中空フレーム ・合成樹脂外装のトラック用 コックピ ットの製造（対従来型鋼板外装

仕様重量比で一２９％）などで有名である。この企業クループは，１９９９年の前期事業年においても販

売額１８％増加と好調であるが，まだ過渡的な取り組みの中にあることも事実である。というのは ，

この企業は，壁崩壊前のトラバント生産を実施していた従業員総数１１ ，９００人の国営企業が前身で

あり ，リソティソンクハオス兄弟（Ｂ．ｕｄ。。 Ｒ１ｔｔｍｇｈ．ｕ。）が信託庁から買い取って成立した企業で ，

開発 ・設計 ・模型製作 ・量産用プロトタイプ ・販売用製品製造まで一環して行う企業でありなが

ら， 実際にはザクセン経済の変革を体現する典型的な困難を抱えてきた。すなわち ，１９９１年の信

託庁による旧国営企業の売却は，ザクセンリンクにとって困難を生んだ。すなわち，従業員は

１６５０人にまで削減され，７，６００万ＤＭの投資によって環境保護のために石炭発電所を廃止して ，

新鋭工場を作り直した。この過程での最大の問題は，経営に必要不可欠のプレス部門を信託庁が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４８）
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別の企業に売却してしまったことである 。こうした再統一の中での経済界の混乱 ・リストラの推

進・ 設備投資のやり直し ・信託庁との紛争の中で，ザクセンリンクは，ＶＷゴルフの車体製造

を受注して再建の手がかりを掴み，ベンツやアウディ ，マンネスマン ・ザクセンなどの顧客を開

拓し，完成車メーカーを中心に取引先企業を１５杜に増加させ，現在にいたっている。ハイブリッ

トカーやアルミ中空キャヒンなと ，その技術は定評があり ，開発できるが恒常的な生産ができな

いという問題を抱えている。これは支配的な完成車メーカーとの取引を通じて，生き残る典型的

な納入業者のスタイルである 。

　（２）ヘノラ輸送機器システム会社（Ｈ．ｌ１． Ｆ．ｈ。。。。ｇ．ｙ．ｔ．ｍ． ＧｍｂＨ　Ｍ。。。。。。）は，ＶＷのコルフ ・

パッサード用のフロントエンド ・モジュールを製造している。ヘッラ社のモジュールの品質管理

は， 個別部品のロジスティソク管理を完壁に行うことを目指して自社のみで行い，ＶＷは全く

関与していない。ヘッラ社は電話による連絡が入ってから４００分以内にジャストインタイム方式

で納品するシステムを作った。同社はメキシコでも同様の納入業者としての役割を果たしている 。

この事例では，ＶＷなどの完成車メーカーから自立して，自社の納入業者を使いながらモジュ

ール生産を行うというヘッラ杜の，ザクセンリンクと同様の動きが見えてくる 。

　（３）カソリンタンクなと金属容器製造を専門とするエルツ山板金製造有限会社（Ｂ１。。ｈｆ．ｍｗ。。ｋ．

Ｅ。。ｇ．ｂ１．ｇ． ＧｍｂＨ　Ｂ．ｍ．ｂ。。ｈ）は，最終要素方式によっ て容器の加工段階における伸びや変形を

ＣＤＤ予測し，最適化を行う技術を持つ会社である。この緒呆，開発期問が極めて短縮化した 。

この企業は製造品目が特殊であるが，品質 ・納期の早さと正確さ ・生産の柔軟性などを総合評価

して，ＧＭが「１９９６年最優秀納入業者賞」を与えている。この場合に読み取れるのは，欧州市

場を念頭において，欧米企業が技術力の高いザクセンの中小企業活動を促進し，これを活用しよ

うとする姿勢である 。同様にリンク油圧装置社（Ｈｙｄ。。ｕ１１ｋ　Ｒｍｇ　ＧｍｂＨ　Ａｕｔ．ｍ．ｂ，１ｔ。。ｈｍｋ　Ｌｍｂ。。ｈ

Ｏｂ。。ｆ。。ｈｎ。）は，自動車メーカーに駆動装置 ・エンジン ・変速装置用の油圧弁等の部品供給を行

ってきたが，ここに来てメルセテスＡクラスのサーボ繰舵装置に用いる電子　油圧式加圧器を

開発した。この生産設備を拡充するために，ジーメンス自動車技術社は巨額の投資を支援した 。

この結果，リンク油圧装置杜は，１９９７年１月１日よりＳ１ｅｍｅｎｓ 株式会社に属する一企業となっ

た。

　（４）ＫＵＫＡ工具製作シュハルノェンベルク有限会社（ＫＵＫＡ　Ｗ。。ｋ。。ｕｇｂ．ｕ　Ｓ．ｈｗ。。。。ｎｂ。。ｇ

ＧｍｂＨ）は，新州最大の強力な切断 ・成形工具メーカーである。この企業の場合には，ザクセン

地域に所在する大学および研究機関との関係が深いことが特徴である 。（５）輸送機器産業に関係の

深い大学 ・研究機関は，ドレスデンエ科大学の交通科学と機械工学関係の研究室，また輸送機器

技術基礎研究所，内燃発動機 ・自動車研究所，電気交通システム研究所，宇宙航空技術研究所な

とがある 。１９２０年代からアウティ社 ・ＤＫＷ社なとの従業員教育の伝統はツウィノカウ西ザクセ

ン単科大学に継承されていると言われる。また，（６）ＩＭＡ材料研究一実用技術研究所は，稼働堅

牢試験，振動試験，負荷試験など原材料開発や構造技術に関する検査 ・技術開発を専門としてい

る。 同様に，ＩＡＶエンシン杜（ＩＡＶ　Ｍ・ｔ・・ ＧｍｂＨ　Ｃｈ・ｍｍｔ・）は，自動車メーカーや部品納入業者

が遭遇する特殊な技術的問題，すなわち，エンジンに関する諸係数の最適化，車両の特性に合わ

せた最適化，エンジンの新規開発なとを専門とする研究企業である。これらの企業は，検査や開

発のみを課題とする企業である。また，（７）このような研究開発を輸送機器 ・機械装置 ・特殊設備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４９）
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技術に関して行いつつ，さらには製造計画や工場設計まで行うＩＶＭエンジニアリング ・ジ ョイ

ントベンチャー社（有）もある 。

　また，（７）旧東ドイッの技術者が，壁崩壊後に直接，信託庁管理の下で好適な投資家を探し出し

て， これとの友好的な関係を維持しつつ，経営者として会社経営に成功した中小企業もある 。そ

の典型例が，ピルナ車両用電子部品社（Ｆ．ｈ。。。ｕｇ．１．ｋｔ．１ｋ　Ｐ１ｍ． ＧｍｂＨ）である。この会社は，壁

崩壊後に従業員削減を実施し，設備投資を徹底することで良質で規格に正確な部品作りに努め

ＶＷへの納入業者になることによって活路を見いだした。企業規模の格差はあるものの，上掲

のヘッラ社や超巨大と言えるボッシュなどとも ，電カケーブル用のプラスティック製コネクタや

スイッチの製造では力の均衡が認められる程の技術力と品質管理が同社の強みである 。

　このようにザクセンでは，完成車メーカーとモジュール ・サプライヤーの周辺には，特殊分野

で高い技術を持つ企業や，これらの企業を支援して，自動車産業 ・完成車メーカーに対して関係

を強化しようとする電機業界等の大資本の資本関係と技術支援があ ったり ，大学 ・研究所 ・研究

企業 ・検査会社や，設備や工場を建造する企業なと多様な企業群が存在している。これは何を意

味するのであろうか 。

　一般に良く言われるように，モジュール方式による生産を行う欧州自動車メーカーは，日系企

業と異なり ，自らの杜業のコア領域に専念しようとする傾向が強く ，研究 ・開発 ・組立などを取

引先の業者に委託してしまう場合が見られる。これに対して，日本の完成車メーカーは，自らの

技術 ・コスト ・下請けメーカーに対する主導権掌握へのこだわりや品質保証に対する厳格な姿勢

が強く ，部品メーカーに対する大きな部品単位での開発 ・組立のアウトソーシングが進展しにく

いと言われる。しかし，日本の組立メーカーは，一次下請け ・二次下請けといった階層構造を持

つ部品メーカーに対して支配力を行使し，品質 ・技術 ・コストを厳しく管理して高い国際競争力

を発揮してきた。この支配的な資本間関係こそ，日本自動車産業の国際競争力の基礎をなしてい

た。 これと比較した時，ザクセンで形成されている資本問関係は，完成車を作る大企業が，相対

的にゆるやかにモジュールサプライヤーを含めて部品納入業者などに，その開発と組立を委託し

ており ，さらに多様な研究機関 ・研究企業などのノウハウにも依存する構造となっている。これ

は， 非独占的な企業に対して，明らかにある自立性を与え，独占的な完成車メーカーとは別の蓄

積の可能性を付与する動きを示している。とすると ，これは日本的な競争力とその基礎にある独

占的な資本蓄積から離反する動きなのであろうか 。

　しかし，そうではないのであって，まず第一に，（１）これら非独占的な企業を確固とした支配関

係の中にまだ置き切れていないという過渡期の性格が看取できる 。

　しかし，それだけではなく ，（２）日本においても ，欧米においても ，非独占的なメーカーは単に

支配され，収奪を受ける企業にとどまってはおれない。グローバルな競争に晒されながら，支配

的資本と同様に，非独占的な部品メーカーも発展する技術水準に追いつき ，生産拡大に対処し ，

その下での新たなコスト競争に対応して行かねばならない。すなわち，支配的な諸資本は，こう

した従属的な諸資本を「収奪基盤」として支配下に置いて収奪せねばならない。しかし同時に ，

これらの諸資本が支配的地位に留まるためには収奪基盤が枯渇してはならないのであって，収奪

基盤として従属的な資本が時々の経済 ・技術状況に応じて発展することが，独占資本にとっても
　　　　　１７）
不可欠である。この点で，ザクセンで形成されている資本間関係は，一つには，従属的な資本 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５０）
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収奪基盤を担う資本が発展する一つの可能な形態を表現している。本稿第１節で見たように，ザ

クセン州は，東欧やソ連とは違う社会形成を遂げ，相対的に良質の労働力，その陶冶，民王主義

や法治国家と近代的経営に相応しい能力と行動様式を持つ国民を，一定の到達段階で育成した 。

しかし，現代資本主義経済の担い手としての発展はまだ不十分である 。現代ドイツ資本主義は ，

この諸条件を受け止め，積極的に資本蓄積の契機として組み込もうとしている。その為には，ザ

クセン経済を担う自動車産業の，現代独占資本としての発展の基礎となる収奪基盤を「育成す

る」必要がある。まだ集積の不十分な納入業者を組織化し，その一定部分をモジュールサプライ

ヤーとして育成することを軸にして，ザクセン内外の独占資本としての完成車メーカーは，ザク

センの輸送機器製造業を再編し，大学 ・研究所 ・研究企業 ・検査会社や設備設計会社の多様な試

みと知恵を吸い上げて行こうとしている 。

　しかし，事はこのような一般的な法則の確認では済まない。ザクセン州で展開している事態は ，

もっと限定された諸制限を克服しようとする動きである。すなわち，（３）世界的な自動車産業の過

剰生産能力を目ｕ提にした競争の激化が発生している。その中で，今後も世界的な自動車産業とし

て各社が生き抜いて行くためには，個々の部品のコストダウンは一定の限界に来ており ，これを

克服したコスト競争に勝ち抜くためには，より大きな部品単位を，従属的資本の生産 ・開発 ・組

立などの諸領域に渡って委託することによって，支配的企業の人員削減の推進，部品納入業者の

管理費の削減，納入業者自身の創意工夫と生産 ・開発 ・組立能力を引き出すことが目指されてい

る。 この意味で，アメリカで発生している事態も顧慮に入れれは，これまで資本主義的集積 ・集

中の相対的に高くない部品生産の領域でも ，生産の一層の集積を先取りして，国際的な産業再編

に対応するべき時代が到来したと言えそうである 。特に，世界的に見て低成長期においては，革

新技術の生命力は極めて短くなっている。この点で，個々の部品価格の引き下げにおいて日本と

比較して有利でないドイツ資本の場合，モジュール方式による開発 ・組立 ・生産のスピー ディさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
が， 現局面での国際競争力にとって重大である 。

　さらに，ドイツ資本主義のあり方から言って重要なのは，（４）先進資本主義国としてのドイツ資

本王義の再編の見地である。例えば，従来のトイツ自動車産業は，もっと部品の内製率が高く ，

経営体内外での労資交渉による労働時間や労働条件に関する取り決めが厳しく管理されてきた 。

この点で，高コスト体質が賃金やその他の諸費用に根ざしているドイツ資本主義は，労資関係の

内部から，また，旧西ドイッ地域の内部から，現状を変化させることが困難な状況にあった。こ

こに，事業家連合と労働組合との労働時間や労働条件に関する取り決めの弱いザクセン，行政が

企業の進出に極めて機敏な体質を持っているザクセンの価値がある。この限りでは，旧東ドイツ

のザクセンに進出することによって，旧西側資本はコスト体質を改善し，これに伴って新しい生

産性 ・技術 ・価格などに対応するドイッ資本主義を構築しようとしている。このザクセンなどの

諸地域での先駆的経験との競合の中で，トイソ全土の工場や経営のあり方を変化させること ，こ

れが第四の最も本質的な意味である 。

　こうしたクローハル下の再編を要請されているトイツ資本主義のザクセン州における試みは ，

まだ過渡的なものである。しかし，ザクセン州での試みとその成果は，ドイツ国内のみならず ，

本稿の射程を超えて，ＥＵ加盟諸国や東欧 ・旧ソ連地域にも及ぶであろう 。

（７５１）
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　２　 マイクロエレクトロニクス産業と日米資本との新しい国際的連携の創出

　現在，ザクセン州政府や経済振興公社が企業誘致に最も力を入れている分野はマイクロエレク

トロニクス産業である。ここでは，この分野のザクセンにおける状況とこの地に進出した最も典

型的な大企業としてジーメンス株式会社の経営戦略について概括し，ドイツ資本主義のグローハ

リゼーション下での再編から見てその意義を明らかにする 。

　上掲の自動車産業と同様にこのマイクロェレクトロニクス産業においても ，ザクセン地域は ，

壁崩壊後の西側独占企業の投資を受け入れる則提条件として，一定のマイクロエレクトロニクス

産業の発展を達成していた。すなわち，電気工学と電子工学はドレスデン地域において戦前およ

びＤＤＲ時代に存在し，１メガ集積回路などが生産されていた。例えば，ロボトロン ・コンビナ

ート（Ｋ．ｍｂｍ．ｔ　Ｒ．ｂ。血。ｎ）は，３万人の従業員で望遠鏡の万能計算機から回路ポードに至る幅広

い生産を行っていた。１９６１年に創設されたドレステン分子電子工業製作所（Ａ．ｂ．１ｔ。。ｔ．１１．ｆｕ．

Ｍ・１・ｋｕ１…１・ｋｔ・・ｍｋ　Ｄ…ｄ・ｎ）は，国営企業としてマイクロェレクトロニクス産業を担当し，東

独・ 東欧の研究 ・開発 ・生産の中心をなした。こうした巨大国営企業は，壁崩壊後に進出した大

企業に人材を提供し，民営化された企業を生み出した。例えば，今日のドレスデン ・フーバ回路

ボード製作所（Ｆｕｂ． Ｌ．１ｔｅ．ｐ１．ｔｔ．ｎｗ。。ｋ　Ｄ。。。ｄ．ｎ）は，かつてロボトロンに属していた。同様にドレ

ステン ・マイクロエレクトロニクス ・センター（Ｚｅｎ位ｕｍ　Ｍ１ｋ．ｏｅ１ｅｋｔ．ｏｎ１ｋ　Ｄ．ｅ．ｄｅｎ）もロボトロン

の下にあった。フォークトラントにある整流器メーカーはＩＣＥエルスニッッ有限会社（ＩＣＥ

Ｏｌ．ｍｔ． ＧｍｂＨ）で，センサー技術マインスベルク有限会社（Ｓ．ｎ。。血。。ｈｎ１ｋ　Ｍ．ｍ．ｂ。。ｇ　ＧｍｂＨ）は ，

センサーとマイクロプロセッ サー制御計器を製造している。こうした現在の中小企業は，進出し

た大企業との連携の中で，分析，マスク生産，ソフトウェア開発，スイ ッチ回路設計，装置開発

などの諸分野を担っている。さらに営業所 ・サーヒス事務所などを持つ納入業者も多数参入して

いる。ＶＥＭ電動機は，原動機 ・発電機 ・連結機械などを世界６０ケ国に輸出する 。

　ジーメンスやＡＭＤ，ＳＩＭＥＣ（現ＯＨＧ）のような企業はその立地をザクセンに決定した。と

いうのも ，彼らはここで高度に教育された労働力のポテンシャルを動員できたためである 。ザク

センにおけるマイクロェレクトロニクスの中心地は，州都ドレスデン，フライベルク ，ケムニッ

ツ， ミットヴァイダである。ドレスデンは特に工程開発 ・技術開発，さらに機器開発 ・製造の圧

倒的部分を集中している。半導体原料は隣接のフライベルクから調達する。マイクロエレクトロ

ニクス産業は，ザクセン経済を今後も支えてゆく主要な産業であると位置づけられている 。とい

うのも ，上掲の自動車産業のような輸送機器 ・機械分野は，ザクセン経済をリードしてきた伝統

的産業であるが，その成長の可能性は低下し，今後はハイテク産業が，情報通信を軸にしたドイ

ツと欧州の産業再編を左右すると評価されるためである。マイクロェレクトロニクス製品は ，

１９９５年のヨーロッパ全体の世界市場に占めるシェアが生産で８．６％であるのに対して，消費は

１９．５％であり ，今後もヨーロッパ内での自給率は是正されると見込まれるからである。特に，自

動車電子工学，家電 ・産業用電子工学，データ技術と通信技術などは，今日の電子工学技術抜き

に成立せず，とりわけ自動車電子部品と並んで，データ技術 ・通信技術がマイクロェレクトロニ

クス製品の需要を生み出している 。

　この結果，例えばドレスデンにおいては，マイクロェレクトロニクス分野の主要大企業とすそ

野の広い中小企業に１５ ，０００人の従業員が働き ，独立の研究機関が１５あり ，１５０社を上回るソフト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５２）
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ウェア事務所が形成された 。

　こうした趨勢の中で，ジーメンスは，１９９６年ザクセン州に２７億ＤＭの投資を行い，メモリー

チッ プのみならず，その開発も行っている 。アメリカ系のＡＭＤ（Ａｄ。。ｎ。。ｄ　Ｍｉ。。。 Ｄ。。ｉ。。。Ｉｎ。
．）

は， １９９６年１０月に１０億ＤＭを超える投資を実施し，１９９９年からＰＣ用の高速プロセッ サーの製

造を開始した。この２社を支える有名な地元中小企業は，例えば薄膜システム有限会杜
（Ｄ
ｕｍ。。

ｈ１ｃｈ１ｔ　Ａｎ１．ｇ．ｎ　Ｓｙ．ｔ．ｍ． ＧｍｂＨ）であり ，Ｐｈｏｔｒｏｍｃｓ　ＭＺＤであり ，ＸＥＮＯＮなとである 。

また，アメリカ系のコンピュータ会杜コンパックは，ドイツ全域向けのＰＣをシェーファーＩＴ

ロキスティーク社（Ｓ．ｈ．ｆ。。ＩＴ　Ｌ．ｇ１．ｔ１ｋ）に製造委託している。自動車産業と対比して見る時，相

対的に日米に遅れを取っているマイクロエレクトロニクスとコンピュータの分野でジーメンス等

のドイツ系大企業は，アメリカなどの外資系企業との提携を通じて自らの技術上の弱点を補いつ

つ， しかし，依然強力なドイツと欧州への市場支配力を利用して，これらの外資系に対して牽制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
をかけながら，競争力を維持しようとしている 。

　そこで，次にこの問題を，ザクセンに進出したジーメンスの子会社である，マイクロエレクト

ロニクス系のインフィネオン ・テクノロジースとジ ョイントヴェンチャーのｒセミコンダクタ

３００」を事例にして，ジーメンス社がこの地域でどのような活動を展開しているかについて概観

する 。

　インフィネオン ・テクノロジース株式会杜は，ＩＣ高度集積システムやメモリー 高周波製品 ，

工学ファイハー製品などを生産する企業であり ，ジーメンス株式会社の一部門であった「ジーメ

ンス半導体」が１９９９年８月１日に切り離され，独立させられて成立した企業である。ザクセン州

には，その一部であるインフィネオン ・テクノロジース有限会社（Ｉｎ丘ｎｅｏｎ　Ｔｅ・ｈｎｏ１ｏｇ１ｅ・ Ｄ… ｄ・ｎ

ＧｍｂＨ＆Ｃ．ＯＨＧ）がある。そこでこのトレステンの有限会社を概観すると ，当初３０億ＤＭを

かけて１９９３年に旧ソ連軍兵舎を買収して，１９９４年から工場建設が開始された。現在の従業員は

２７７１人で，この従業員総数の８１ ．４％に当たる２２５６人がザクセン出身者で，その他の新州出身者が

１４４人で５ ．２％，西ドイッ地域出身者が３５７人で１２ ．９％で，外国人は１４人でＯ．５％にすぎない 。

５４００ｍ２のクリーンルームを２室持ち，１９９６年から１６ＭのｄＲＡＭを生産し始め，６４Ｍから

２５６Ｍへとその製品を拡張してきている 。現在は１日に８０００個のウェハーを生産している。この

インフィネオン社と次に述べる「セミコンダクター３００」の両杜がザクセンに立地を選択した理

由は，（１）ザクセンがマイクロエレクトロニクスの拠点であること ，（２）人材的にこの分野のノウハ

ウが期待できること ，（３）両杜が，この意味で旧ＤＤＲ時代からのザクセンの到達点を肯定的に評

価したこと ，などが挙げられる 。

　しかし，この工場とザクセンの立地を特徴づけるのは，ここに同居しているｒセミコンダクタ

ー３００」という名のジ ョイントベンチャーである。これはジーメンス杜とモトローラ社によるジ

ョイントベンチャーであ って，口径３００ｍｍのシリコンウエハーを世界最初に製造したプロジェ
　　　　２０）
クトである。このプロジェクトヘの投資総額は，連邦経済省などの補助金を含め本年９月時点で

１兆５８億ＤＭで，従業員が４５０人である。何故，３００ｍｍのシリコンウエハーを生産する目的は ，

コスト低下であ った。すなわち，シリコンウエハーからチッ プを製造する過程を概括すると ，口

径２００ｍｍのウェハーからは４４個の基盤が切り出し可能となるのに対して，口径３００ｍｍの場合に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
は１１２個切り出すことが可能となり ，この結果，コストがおよそ３０～４０％低下すると言う 。とこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５３）
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ろが，こうした口径の増大によっ ても ，工場の機械設備の全てを入れ換える必要はなく ，コスト

低下の効果が大きいと言える。このプロジェクトは，（１）最大の目標を，チッ プの縮小傾向に対し

て常に世界のリーダーシッ プを取ることに置いており ，しかしその為には，（２）工場設備や開発に

かける投資が世界的に見て著しく増大してきており ，インフィネオンあるいはジーメンスにとっ

ても ，モトローラにとっ ても ，高まる金融的な重圧を克服する方策を求めて，このジョ イントベ

ンチャーに踏み切った。また，（３）両社は研究開発での交流を求めており ，パイロット ・プロジェ

クトを起こして３００ｍｍの製造に経済的意味があることを検証しながら ，出資比率を５０％対５０％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
としてジ ョイントベンチャーを成立させた 。

　こうしたモトローラと共同しての研究開発の背後には，ドイツを代表する電気会社であり ，イ

ンフイネオンの親会社，ジーメンス株式会社そのものの経営戦略が存在する 。

　ジーメンス株式会社は，１９９７／９８事業年度において自己資本３０２億９２００万ＤＭ，売上高１１７６億

９６００万ＤＭ，従業員総数４４万６０００人（これのみ１９９９年８月時点。全世界の従業員数であり ，国内は１９万

４０００人である。）の巨大企業で，業務分野が，「エネルギー」部門，オートメーシ ョン ・駆動技術

などの「産業」部門，「情報通信」部門，自動車 ・電車などの「交通」部門，「医薬」部門，半導

体など情報通信部門に必要な「部品」部門，「照明」部門など極めて広範におよぶ総合電機機器

メーカーである。このジーメンス社は，１９９８年１月にｒ１Ｏ点プログラム（Ｚ・ｈｎｐｕｎｋｔ・

Ｐ．ｏｇ。。ｍｍ）」を発表して，今後の経営戦略をトータルに提示した。これは，半導体製造における

経営基盤の安定化を第一の柱に据えた，ジーメンス社の経営方針の転換を示しており ，同時期の

ノースティネサイドでのチッ プ製造中止を踏まえて発表された。これは２００１年に予定されるアメ

リカ証券取引所へのジーメンスおよび関連企業の株式上場までに期限を切って行おうとする一連

の改革プログラムである 。その１０点とは，おおよそ ，

（１）半導体製造のリストラを実施し，記憶チッ プを段階的に１６ビットから６４ビットヘ転換し小

　　型化を推進する「半導体製造部門の安定化」 ，

（２）ｒ明確な目標 ・具体的措置 ・一義的な諸結果」というモソトーに立脚して，事業全体をカ

　　バーするベンチマーキングを行い，系統的で給与とも関係づけたフォローアッ プを行う

　　 ｒｔｏｐ＋ を通じたトッ プ・ プログラムの追求」 ，

（３）価格不安定に悩まされる半導体製造部門をインフィネオン株式会杜として独止させ，２０００

　　年にアメリカで上場させたり ，今後の発展を望めない部門を独止化ないし売却する「投資削

　　減」
，

（４）スイス系のエレクトロワソト杜（Ｅｌ．ｋｔ。。ｗ．ｔｔ）などの買収や，言語 ・テータ ・インターネ

　　 ットなどの対応を行うためのユニシュフェアー・ ソリューシ ョン ・インク（Ｕｍ．ｐｈ。。。 Ｓ．ｌｕ

　　ｔｉ．ｎ．Ｉｎ。）の買収を押し進める「ポートフォリオの強化」
，

（５）情報通信に属する三部門を再編したり ，買収 ・設立されたジーメンス ・ヒルティング ・テ

　　クノロジース（Ｓ１．ｍ．ｎ． Ｂｕ１ｌｄｍｇ　Ｔ。。ｈｎ．１．ｇ１。。）などによる「業務分野の新編成」 ，

（６）オーストリアの携帯電話会社マソクス ・モーヒル（Ｍ．ｘＭ．ｂ１１）に対する資本参加の撤退な

　　ど「資本提携の削減」
，

（７）ジーメンス社の既発行株式を，アメリカを中心にして国際性の高い記名株式
　　（Ｎ．ｍ．ｎ。。ｋｔ。。）に転換することなどを中心とした「資本構造の改善」 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５４）
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（８）グローバルスタンダードとしてアメリカ会計基準に準拠することを目指すｒアメリカ

　　ＧＡＡＰを目指す会計基準」
，

（９）分社化したジーメンスグループ各社の独立性を促し，資金調達に活用する「アメリカでの

　　上場」
，

　（１０　思い切つた業務再編のために積み上げるｒリストラ費用」の計上 ，

　　　　　２３）
を内容とする 。

　こうしたジーメンス株式会社の新経営戦略から理解されることは，（１）マクロ的には，欧州の資

本王義的発展に必要不可欠の情報通信産業 ・半導体産業の弱点に対し貢献しつつ，ミクロ 的には ，

１９９７／９８年の事業年度の総売上高に対して既に３５５％を占める情報通信部門を育成する視点から
，

国際的な半導体価格の不安定性に耐えられるように半導体製造部門を強化させ自立させる 。（２）た

とえ情報通信分野に属していても ，光ファイバーではなく ，通信用の銅線のような今後とも成長

と収益の見込みにくい分野などから，積極的に撤退し，（３）独立性を高めた事業部門が柔軟にアメ

リカなとで資本調達を推進できるように，会計基準や株式の性格なとをクローハルスタンタート

に合致させてゆくことである。そのためにこの間，ジーメンスは一貫して投資を増加させてきて
　２４）

いる 。

　ジーメンス株式会社の事業規模は，日本の王要大企業の常識からすると ，あまりにも巨大であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）り， 本稿の紙幅ではとうてい分析しえない広大さを有する 。しかし，これを典型的な情報通信の

発展とこれによる世界的な産業再編の進展を則提し，ザクセン州におけるインフィネオンやセミ

コンダクター３００の趨勢という典型的な切り口から限定的に評価すれば，ドイツの巨人のような

独占的企業が，競争の地球規模での広がりと ，買収 ・合併の進展の中で，国内産業基盤を再編し

ようとしており ，国内産業基盤の再編のためにザクセンの，上掲で分析してきたような経済的 ・

民族的諸条件を活用して，事業活動の再編を達成しようとしており ，この経験と教訓をまた，ト

イツと全世界での事業活動へ投げ返そうとしている，と言えるだろう 。

ｗ． グローバリゼーション下のドイツ資本主義の再編とザクセン

　トイッ産業連盟会長のハンス ーオーラフ ・ヘンケル（Ｈ．ｎ． Ｏ１．ｆ　Ｈ．ｎｋ．１）は，トイッ経済の歩

むべき道を提示して，自立精神を鼓吹したサ ッチャーリズムを念頭においたｒイギリス型シナリ

オ」と対比させてｒオランダ型シナリオ」を提示して，これこそドイツの杜会経済が進むべきモ
　　　　　　　　　　　１）
デルであると主張している 。

　その主要な内容は，（１）オランダ政府がｒベンチマーク ・オランダ」というプロジェクトを実施

して，徹底した各国比較を通じてオランダ経済の状態を明らかにし，その中で自国の強み ・弱み

を情け容赦なく明らかにしたこと ，これにドイッ杜会は学ぶべきであり ，（２）オランダは，自国経

済のあり方を巡って利害の対立する政界 ・経済界 ・労働界等で対話を行い，国民的 コンセンサス
　　　　　　　２６）
を作り上けたこと ，これもまたトイッ社会は学ぶべきであるとしている。そして，（３）経済再編の

カギは「企業収益の増大こそが国民に雇用を保障する」という見地を国民各階層が共有するべき

であること ，そしてドイツ経済の現状はこの関連が逆転していて，企業収益が低く ，このために

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５５）
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中長期的に経済界は十分な雇用を創出する力を喪失していること ，（４）こうした状況を抜本的に改

善するため，期限を区切って１０年後を目指して改革に取り組み，時々に事態を検証し，施策の評

価と補正を行う体制を作ること ，などを提唱している 。

　しかし，こうした経済改革を実施するドイッ経済界の課題意識に立ちはだかるのは，戦後ドイ

ツ経済がその発展の中で作り出した労資関係とこれに対する国民的信任であり ，改克に踏み出せ

ないでいる産業界の内国的常識である。それは，経済関係であると同時に，ドイツ資本主義の民

族性でもある。その内容は，例えば，事業所組織法（Ｂ．ｔ．１．ｂ。。。。ｆ。。。ｍｇ．ｇ。。。ｔ。）や共同決定法

（Ｍ１ｔｂ。。ｔ１ｍｍｕｎｇ．ｇ。。。ｔ。）などによって，ドイツの労働者の労働条件が相対的に安定して守られて

いることであり ，これを経済界から見ると，統一による低成長への移行や欧州経済 ・通貨統合な

どの進展，欧州大での会社の買収 ・合併などの進展と産業構造の変化の中で，トイツ経済が極め

て柔軟性に乏しいことを意味する。また，ドイツ経済を特徴づける「社会的市場経済（ｄｉ。
。。。。。１． Ｍ。。ｋｔｗ。血。。ｈ．ｆｔ）」も同様の民族性をなし，現代ドイッ経済の転換期においては再解釈が不

可欠となっ ている 。

　しかし，こうしたドイソ産業界の経済再編は，　般的抽象的にトイソ全土で進展するわけでは

なく ，一地域で先行的に展開させることが必要である。すなわち，西ドイッ系企業は，困難の多

い新諸州の中でも，資本主義的発展の可能性が相対的に高いザクセン州などを，自らの資本蓄積

の諸条件を改革する地域と位置づけた。それは，旧東欧や旧ソ連地域よりもリスクが少なく ，技

術・ 民族性 ・労働者の陶冶など多様な側面から見て，資本主義化にとって安定的な諸条件を有し

ていたからである 。

　すなわち，上述のようにザクセン州の経済とその変化は多様な諸側面を持っていた。同州は ，

産業革命期から存続するこの地域の経済的 ・非経済的諸属性を生かして，市場経済 ・資本主義経

済への移行の負担を軽減することができた。しかし，同時に，信託庁の仲介による旧国営企業の

売却と再編の中で，多様な苦難を伴いながら，地元経済界は厳しい再編成を実施した。それは ，

州外からの企業誘致を推進し，進出した大企業の投資を軸に据えた経済再編成であ った。これを

本稿の分析を踏まえて概括すれば，（１）旧東独において特筆できる特性を持ったザクセン社会経済
を， 西側資本が上手く利用しながら，自らの経営戦略を持ち込んできていること ，また，（２）その

ことによって，西ドイッ地域では形成できない，地元新設企業を納入業者として組織化すること

によっ て， 階層的な下請け関係を作る可能性を持っていること ，（３）その巨人的な経済力を基礎に

して，研究機関 ・研究企業などの多様な試行錯誤の経験をゆるやかに吸収する経済社会構造が形

成できること ，（４）こうした新興地域にアメリカや日本の独占的企業の進出を促進して，これらと

の提携関係を押し進め，それによってドイッ系企業の弱点を補強していること ，（５）ここでの経験

を基礎にして，西ドイツ地域を含む，ドイツ資本主義の構造改革を押し進め，この地域をそのた

めのプレッシャーと位置づけること，などの活動が検出できた，と言える 。

　本稿で叙述された諸側面は，ドイッ資本主義の構造転換に深く関わ っており ，そのあってしか

るべき定在は，さらにポーランド ・チェコ ・ロシア共和国など多面的なドイッ資本主義の対外経

済活動との相互関係で検証される必要がある 。また，本稿で十分に論じ尽くせなかった論点は ，

自動車産業や電機産業を担う独占諸資本が，能動的にこの地域は持ち込んで来ている経営戦略の

トータルな分析である。これについても稿を改め論じることにする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５６）
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〔注釈〕

１）経済の国際化の下でのトイノ資本王義の産業再編について，トイノ産業界はとのような戦略を持 っ

　　ているかは，以下の拙稿 ・拙訳を参照せよ。金谷義弘「ドイッ産業連盟とその世界同時不況下の経済

　　戦略」『鹿児島県立短期大学紀要　人文 ・杜会科学篇』第４９巻，１９９８年１２月２５日 。なお本文では，先

　　進国の国際化を，先進国内外の二つの側面に分けて考察している。しかしドイツを例に取ると ，対外

　　的な進出と言っても ，本文で想定しているような中東欧や旧ソ連地域に進出するのと ，ＥＵ域内へ進

　　出することと ，アメリカヘ進出することとは，それぞれ全く異なった意味を持つ。これは稿を改めて

　　論じる 。

２）アジアの場合も同様の側面がある 。しかし，アジアはその著しい資本主義的発展の面を持ちつつ ，

　　そのご発生したアジア通貨経済危機によって，同様の諸側面が明らかとなった 。

３）連邦新諸州の原語は，Ｎｅｕｅ　Ｌａｎｄｅ。 で， 再統一後，旧ＤＤＲ地域に復活した五つ州，すなわちヘル

　　リン，ザクセン，ブランデンブルク ，チューリンゲン，メクレンブルク ・フォーアポンメルンを指す 。

４）連邦統計庁（Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｓｃｈｅｓ　Ｂｕｎｄｅｓａｍｔ），サクセン経済労働省（Ｓａｃｈｓｌｓｃｈｅｓ　Ｓｔａａｔｓｍｍ１ｓｔｅ・１ｕｍ　ｆｕ・

　　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ　ｕｎｄ　Ａｒｂｅ１ｔ）およぴザクセン経済振興公社（Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔｓｆｏｒｄｅｍｇ　Ｓａｃｈｓｅｎ　ＧｍｂＨ）な

　　どの統計による。ただし，再統一直後のザクセン州の州内総生産には，信託庁の仲介による西側企業

　　への国営企業の売却により ，ザクセン州内での生産活動であるにもかかわらず，買収側企業の所在す

　　る西ドイツ地域において，その経済活動が計上され，その後，これがザクセン州の統計に参入される

　　ようになったため，過渡期の成長率は高めに出る。その取り扱いには注意を要する 。

　５）Ｍｉｎｉ．ｔ。。ｐ。註。ｉｄ．ｎｔ　Ｋｕ．ｔ　Ｂｉ．ｄ．ｎｋｏｐｆは，１９３０年生まれで，ＣＤＵの指導的な理論家として活躍した 。

　　彼は１９６４～７０年にルール総合大学の学長（Ｒｅｋｔｏｒ）で，１９７３～７７年ＣＤＵの総書記局に勤め
，

　　１９８６／８７年にはノルトライン ・ヴェストファーレン州のＣＤＵ委員長を勤めた。氏は１９９９年９月！９日

　　の選挙で再選され，１９９０年以来三期，ザクセン州首相をつとめる 。

６）　ドイツ再統一時点のザクセン州の対西ドイツ地域比較の生産性は３０％くらいであると ，ザクセン経

　　済振興公社の総裁メッツィガー氏は評価している（１９９９年９月６日の聞き取り調査による）。

７）　もちろん２２万件以上もの企業誘致が全て良質なものとは言えない。中小企業家連合会によれば，西

　　から経営者や技術者が多数来たが「質はそれほど良くない」と評価された（１９９９年９月６日聞き取り

　　調査）。 その理由の多くは，派遣先の企業を大切にしない傾向があったり ，利益を西側に送金するこ

　　とに走ったりするというのが同連合会の主張である 。また，民営化に際して，会長 ・取締役などを西

　　ドイツ地域から招聰するという傾向もあったが，これは東側の経営者が銀行との関係を良好に保ちた

　　いという配慮から来た。こうした否定的評価は，後述のザクセン人や東ドイツの民衆の生真面目な勤

　　労観とも関係がある 。

８）ザクセン州における有能な経営者や技術者は西側に流出している。この波に乗れなかった者，乗ら

　　なかった者が，この地において創業する 。それは，経営者としてのトレーニングを積み，資金調達に

　　準備万端な者のみではない。ドレスデンを例に取ると ，１９９１年に約２２万人あった被雇用者数が，１９９２

　　年から１９９５年に激減して，現在までおよそ８万人程度で推移する中で，反対に，ドレスデン地区の総

　　売り上げは８０億ＤＭから２００億ＤＭに増加している。そういう産業再編の中で，失業者が創業する

　　場合も多い。したがって，ザクセン州統計局によれば，１９９０年１月から１９９６年１２月までに登記された

　　営業が４５５ ，８１０件あり ，登記抹消された営業が２１９ ，３１０件に上り ，結果として２！６ ，５００件の増加が言己録

　　された。中小企業家連合会の説明によれば「５年に１度潰れるのが平均値」ということになる 。我々

　　の調査では，この経済団体は大変重要なことを主張している 。すなわち，ザクセンにおける企業援助

　　の格差について，進出した大企業にはＥＵや州からの援助が相対的に手厚いが，中小企業には同様

　　の援助は来ないとする 。すなわちジーメンスには１雇用当りで８０万ＤＭの援助があるが，中小企業

　　には１雇用当り３万ＤＭしか出ないと言う 。中小企業家連合会の算定によれば，８０万ＤＭあれば

　　「３～４雇用創出できる」と言う 。また，同時に注意すべきことは，州外の企業がザクセンに進出し

　　たとしても ，企業の神経系統がザクセンにくるとは限らないことである。すなわち，マイクロエレク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５７）



５８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）

　　トロニクス産業などでザクセンが有名だとしても ，設備投資はアメリカ ・日本で，その管理部門はミ

　　 ュンヘンにある，というのが実態だと言う 。同様の評価はドイッ経済研究所でも報告されている 。

　９）朝日吉太郎「ＤＧＢ新網領路線とドイッ労働運動」『彦根論叢』（滋賀大学）第３０９号，１９９７年１０月
，

　　Ｐ．４２－４３ ．

　１０）こうした諸論点は，ザクセン経済振興公社総裁に対する１９９９年９月のインタビューなどによる
。

　１１）さらにザクセン州の対外戦略について言えば，（１）「ザクセン ・ボヘミア ・シロンスク三角地帯」

　　（Ｄａｓ　Ｄｒｅｌｅｃｋ　Ｓａｃｈｓｅｎ Ｂｏｈｍｅｎ　Ｓｃｈ１ｅｓ１ｅｎ）」の構想がある。例えぱ，シロンスク（Ｓ１尋ｓｋ， トイソ語

　　表記でＳｃｈ１ｅｓ１ｅｎ）はポーラント南部の地方都市の一帯を指し，第二次世界大戦後にこの地域では重

　　工業が発展した。ここは１３世紀以降大量入植によって都市化 ・工業化が進展し，民族問題の温床にな

　　りつつ，ドイッとの関係が深い地域である。また，ザクセン州は，（２）旧ソビエト地域 ・南東ヨーロッ

　　パ地域との関係が密接で，文化的民族的な相違に対する理解があるとして，今後の緊密な事業上の連

　　携のための理想的条件があると提起している 。

１２）この限りでは，東西ベルリンの人々にも同様の相違がある。東ベルリンの住民は，概して人なつっ

　　 こく ，日本人から見て人情があり ，勤勉を尊ぶ。しかし，同時に一側面を捉えて過度に一般化するこ

　　とを回避するために言えば，ドイツ連邦共和国という社会においては，ありとあらゆる生活領域が ，

　　日本ほどには資本主義化しておらず，質実剛健 ・合理主義 ・理念から出発して物事を判断する国民性

　　を持つと言える。この国民性は，高度に発達した資本主義国でありながら，資本主義的な生存競争か

　　ら国民を守る作用も発揮している 。

１３）中村逸郎『ロシア市民』岩波新書，１９９９年 。

１４）　ロシア共和国との関係で典型的なことを述べれば，モスクワは，現在新諸州に１０ケ所の最重要貿易

　　地域を設定しており ，ザクセン州はこの中で重要な地位を占めている。新諸州は，ロシア共和国の輸

　　入における３．７％のシェアを有している。この特性は，ロシアの経済危機の影響を新諸州が受けやす

　　いという面を作ったと同時に，今後のドイツ資本主義の対ロシア進出にとって重要な意味を持つ地域

　　であることを意味する 。

１５）　もちろん，ザクセン州の経済発展が事実であるとしても ，多様な困難があることは言うまでもない 。

　　統一から９年が経過した現在も東西ドイツ経済の格差は依然顕著である 。例えば，新諸州の人口減少

　　は，経済発展がより良い状態のベルリンでも ，ザクセンでも継続している。すなわち ，１９９７年におい

　　て，ベルリンは一８ ，ＯＯＯ人，ザクセンでは一２４２ ，０００人となる。さらに，９０年代に相対的な高成長を達

　　成したザクセン州も ，最新の局面について見ると ，１９９８年のＧＤＰの増加率は僅かに十１ ．２％に減退

　　した（失業率も１７．１％となった）。 これは連邦新諸州の中で，打って変わって最下位を意味する 。こ

　　の最新局面については稿を改め論じることにしたい 。

１６）社会基盤研究所客員研究員の河野英子氏等の定義によれば，モジュール化とは「完成車メーカー が，

　　部品メーカーに対し，従来に比べて大きな部品単位で開発や組立のアウトソーシングを行う」ことで

　　ある。私はこのモジュールの定義を踏まえている。河野英子「多国籍自動車部品メーカーの再編

　　モジュール化の進展と対応　　」（『世界経済評論』１９９９年１０月号）参昭
。

１７）この点について私は拙著において次のように述べている 。「独占の概念から見ると ，非独占資本は ，

　　収奪基盤として，（１）収奪されねばならないと同時に，（２）収奪基盤として再生産され育成されねばなら

　　ない。したがって独占的産業資本の発展は，支配的資本たる独占資本の発展であると同時に，収奪基

　　盤の発展であり ，技術や産業構造の転変に対応しつつ，収奪基盤たる非独占資本の発展がその不可欠

　　の要素，契機として伴う 。」（金谷『管理通貨と金融資本の蓄積』文理閤 ，１９９６年，３９ぺ一ジ 。）。

１８）こうした評価は，さらに大きな日米欧にわたる共同研究や国際的調査を必要としている。必要に応

　　じて，稿を改め論じることにする 。

１９）　この点で１９９９年８月１６日にアメリカ系のテキサス　インストゥルメンソ社（Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ ，

　　ＴＩ）は，ドレスデンにも工場を持つＩＳＳ－ＮＡＧＡＮＯを買収した。ＴＩ社は株式公開買い付けによって

　　１株８．０５ドルで公開株の９８．４％を取得し，ドレスデンで計測 ・制御 ・ナビゲーション機器および自動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５８）
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　車 ・自動車エンジン用の部品と付属品を製造してきたＩＳＳ－ＮＡＧＡＮＯ有限会社とザクセンの自動

　車 ・マイクロエレクトロニクス業界にも衝撃を与えた 。

２０）プレスリリースで取ると１９９９年４月の事である 。加えて，ザクセンのインフィネオン杜は，この時

　の発表によると２００ｍｍのウエハーから製造したチソ プで世界最大の集積度を達成した 。

２１）これらのデータは１９９９年９月９日の聞き取り調査による 。

２２）　こうした諸点は取材によるものであるが，検証のためには国際比較の視点が必要である。この点は ，

　稿を改め論じることにする 。

２３）ｒ１Ｏ点プログラム」は以下を参照 。ｈｔｔｐ　／／ｗｗｗ　ｓ１ｅｍｅｎｓ　ｄｅ／

２４）ジーメンスの投資は，固定資産投資（Ｓａｃｈａｎ１ａｇｅｍｖｅｓｔ１ｔ１ｏｎｅｎ）と金融資産投資

　（Ｆｍａｎｚａｎ１ａｇｅｍｖｅｓｔ１ｔ１ｏｎｅｎ）を ，１９９３／９４年度から１９９７／９８年度までに，５７億ＤＭから１４３億ＤＭに

　まで増加させている 。この１４３億ＤＭは対前年で十４５．９％の増加率となる。以上の評価のために，以

　下のものを参昭した。Ｓ１ｅｍｅｎｓ，０５６肋伽６舳６加１９９８Ｓ１ｅｍｅｎ・ Ｄ〃舳舳ゴ肋尾肋１９９９Ｄ・

　Ｈｅｌｍｌｃｈ　ｖ　Ｐ１ｅｒｅｒ，Ｓｕｍｍｅｒ　Ｐｒｅｓｓ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｍ　Ｎｕｒｅｍｂｅｒｇ／Ｅｒ１ａｎｇｅｎ　ｏｎ　Ｊｕ１ｙ２２．１９９９

２５）例えば，ジーメンスは交通システム用のシグナルを製造している。これは従来型の電機製品であり ，

　上掲の叙述からすると ，ジーメンスが撤退して良い分野のように見えるかも知れない。しかし，そう

　ではなく ，この分野はドイツ国内において，ジーメンス製品による独占的な供給体制にある。したが

　って，こうした分野は，国家の創出する需要に支えられて，ジーメンスの蓄積基盤として確保されね

　ばならない領域である。一方で，国際化 ・欧州化の流れの中で，資本蓄積の体制を変化させねばなら

　ない側面と ，他方では，従来の内国的な蓄積の体制を温存 ・再編してゆく側面を併せ評価する必要が

　あると言える 。

２６）その内容は，（・）企業減税の実施，（ｂ）数年に渡る民問賃金 ・公務員賃金の抑制 ，（・）パートタイムの積極

　的導入など新規雇用創出のために勤務形態を柔軟化すること ，（ｄ）財政赤字削減と社会保障給付のカッ

　　ト ，（・）疾病 ・高齢化 ・失業をサポートする社会的組織網に頼る気風を回避し，勤労を奨励して職業教

　育 ・職業訓練を実施することなどである 。

〔本稿は，金谷が現地協力者として参加した平成１１年度科学研究費補助金基盤研究（ＢＸ２）によるドイツ調査の

一成果として，また，金谷が文部省在外研究員補助金および鹿児島県からの海外留学研究費の給付を受ける

研究調査活動の一つの成果として執筆された。記して関係諸機関に感謝の念を申し述べたい
。〕

（７５９）
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